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 Kousei PS

880kＷ : 4,694,000kＷh／year
 Izumiotsu PS

484kＷ : 8,439,000kＷh／3 years
 Asashiobashi PS

856kＷ : 4,239,000kＷh／year
 Shimaya PS

1,338ｋW : 22,134,000kＷh／3 years
 Sougoubousai PS

121kＷ : 1,734,000kＷh／3 years
 Minamijima PS

307kＷ : 1,277,000kＷh／year
 Hasumiya PS

3,255kＷ : 40,908,000kＷh／3 years
 Karato PS

549kＷ : 11,157,000kＷh／3 years
 Kyobashi PS

1,453kＷ : 22,809,000kＷh／3 years
 Fukae PS

660kＷ : 7,542,000kＷh／3 years
 Nikenchaya PS

2,420kＷ : 29,700,000kＷh／3 years
 Fusehata PS

532kＷ : 10,017,000kＷh／3 years
 Fulfillment period : From 1 April, 2019

through 31 March, 2022, however, ,,
From 1 April, 2019 through 31 March, 2020

 Delivery place : As shown in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 6 of the

Hanshin Expressway Company Limiteds

regulation concerning the contract pro‑

cedures

 have submitted following papers with

an application form for tender

⒜ a copy of certificate of registered

matters

⒝ a paper of business career

⒞ financial statements

⒟ a copy of tax payment certificate

 not be stopped participating in Hanshin

Expressway Company Limiteds tenders

 not be subjected to the provisions for

exclusion from tender participation un‑

der the crime syndicate exclusion bylaw

of the Hanshin Expressway Company Li‑

mited and to the requirements specified

in the appendix of the aforementioned

bylaw between the date of the deadline

for an application form including its re‑

lated documents and the time of the

tender opening

 have registered in accordance with Ar‑

ticle 22, Electricity Utilities Industry
Law

 Time‑limit for tender : 10 : 00, 10 : 15,
10 : 30,10 : 45,11 : 00,11 : 15,11 : 30,
13 : 15, 13 : 30, 13 : 45, 14 : 00, 
14 : 15,14 : 30,14 : 45, 28 January, 2019
 Contact point for the notice : Accounting

Group, General Affairs and Business Man‑

agement Department, Osaka Business and

Maintenance Bureau, Hanshin Expressway

Company Limited, 3125, Ishida,

Minato‑ku, Osaka‑shi 5520006, Japan
TEL 0665763881

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年 12 月６日
契約担当役
国立大学法人千葉大学事務局長 松浦 晃幸
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 12
〇第 11 号
１ 調達内容
 品目分類番号 22、31
 購入等件名及び数量
マルチカラー光凝固装置 一式

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 平成31年３月31日
 納入場所 千葉大学医学部附属病院
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の108分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国立大学法人千葉大学の契約事務取扱細則
第５条及び第６条の規定に該当しない者であ
ること。なお、未成年者、被保佐人又は被補
助人であって、契約締結のために必要な同意
を得ている者は、同条中、特別の理由がある
場合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人千葉大学の競争参加資格のいず
れかにおいて平成30年度に関東・甲信越地域
の「物品の販売」のＡ又はＢ等級に格付けさ
れている者であること。なお、当該競争参加
資格については、平成26年３月28日付け号外
政府調達第57号の官報の競争参加者の資格に
関する公示の別表に掲げる申請受付窓口にお
いて随時受け付けている。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安
全性の確保等に関する法律に基づいて医療機
器の販売業の許可を得ていることを証明した
者であること。
 国立大学法人千葉大学の契約事務取扱細則
第７条の規定に基づき、契約担当役が定める
資格を有する者であること。
 契約担当役から取引停止の措置を受けてい
る期間中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒2608677 千葉市中央区亥鼻１８１
千葉大学医学部附属病院管理課用度係 野
本 誠 電話0432262236
 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。

 入札説明会の日時及び場所 平成30年12月
14日14時00分 千葉大学医学部附属病院セミ
ナー室１
 入札書の受領期限 平成31年１月28日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成31年２月22日11
時00分 千葉大学医学部附属病院セミナー室
１

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品又はこれと同等のものを納入
できることを証明する書類並びに本公告に示
した物品と同等のものをもって競争に参加し
ようとする者については、当該物品が本公告
に示した物品と同等であることを証明する資
料及び製品の見本等を添付して入札書の受領
期限までに提出しなければならない。入札者
は、開札日の前日までの間において、契約担
当役から当該書類に関し説明を求められた場
合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品又
はこれと同等のものを納入できると契約担当
役が判断した入札者であって、国立大学法人
千葉大学契約事務取扱細則第13条の規定に基
づいて作成された予定価格の制限の範囲内で
最低価格をもって有効な入札を行った入札者
を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Akiyuki Matuura, The

Obligating Officer Administration Bureau,

Chiba University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 22, 31

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